
山形市開発指導要綱 

 山形市開発指導要綱（昭和５９年５月１日施行）の全部を改正する。 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要綱は、本市域内で開発行為等を行う場合における公共施設及び公益施設

の整備等に関する基準を定め、もって健全な地域環境の形成を図り、住みよいまちづ

くりを推進することを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴ 開発行為 主として建築物等の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更を

いう。 

 ⑵ 開発区域 開発行為をする土地の区域をいう。 

 ⑶ 公共施設 道路、公園、緑地、広場、上水道、下水道、河川、水路、消防水利施

設等公共の用に供する施設をいう。 

 ⑷ 公益施設 教育施設、清掃施設、福祉施設、集会所施設、その他居住者の利便の

ため地域に必要な施設をいう。 

 ⑸ 都市計画施設 都市計画において定められた道路、公園、上水道、下水道、河川

等の施設をいう。 

 ⑹ 地区計画 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第１

２条の５第１項第１号に規定する地区計画をいう。 

 ⑺ 戸建住宅 山形市都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例（平成２９

年市条例第３号。以下「条例」という。）第４条第１号に規定する戸建住宅をいう。 

 ⑻ 店舗等兼用住宅 条例第４条第２号に規定する店舗等兼用住宅をいう。 

 ⑼ 宅地分譲 条例第４条第３号に規定する宅地分譲をいう。 

 ⑽ 建売分譲 条例第４条第４号に規定する建売分譲をいう。 

 ⑾ 共同住宅 条例第４条第５号に規定する共同住宅をいう。 

 （適用範囲） 

第３条 この要綱は、次の各号のいずれかに該当する開発行為について適用する。ただ

し、法第２９条第１項及び第２項ただし書の適用を受ける開発行為を除く。 

 ⑴ 都市計画区域内における開発行為で次のいずれかに該当するもの 

  ア 市街化区域内で行うものであって開発区域の面積が１，０００平方メートル以

上のもの 

  イ 市街化区域内で行うものであって開発区域の面積が１，０００平方メートル未



満であるもののうち、３年以内に開発区域の隣接地が開発され、当初の開発区域

と当該隣接地の合計面積が、１，０００平方メートル以上となるもの 

  ウ 市街化区域内で行うものであって開発区域の面積が１，０００平方メートル未

満であるもののうち、計画的なまちづくりを進めるうえで市長が必要と認めるも

の 

  エ 市街化調整区域内で行うもの 

 ⑵ 都市計画区域外における開発行為で次のいずれかに該当するもの 

  ア 開発区域の面積が１ヘクタールを超えるもの 

  イ 開発区域の面積が１ヘクタール以下であるもののうち、３年以内に開発区域の

隣接地が開発され、当初の開発区域と当該隣接地の合計面積が、１ヘクタールを

超えるもの 

 ⑶ 市街化区域と都市計画区域外にまたがる開発行為（当初の開発区域が都市計画区

域外の土地のみであって、３年以内に当該土地に隣接する市街化区域の土地を開発

するものを含む。）であって市街化区域の面積が１，０００平方メートル以上のも

の 

 ⑷ 市街化調整区域と都市計画区域外にまたがる開発行為（当初の開発区域が都市計

画区域外の土地のみであって、３年以内に当該土地に隣接する市街化調整区域の土

地を開発するものを含む。） 

 （協議） 

第４条 この要綱の適用を受ける開発行為をしようとする者（以下｢事業者｣という。）

は、公共施設、公益施設及び都市計画施設の設計、管理、帰属、費用の負担等につい

て、別表第１に掲げる図書を添えて市長と事前に協議するものとする。 

 （関係者との協議） 

第５条 事業者は、当該区域を開発することによって開発区域周辺に影響を及ぼすおそ

れのあるものについては、事前に関係者と協議を行い、同意を得るものとする。 

２ 事業者は、次の各号のいずれかに該当する開発行為をする場合は、前条に規定する

協議をする前に開発区域周辺の住民に対して説明会を開催し、当該開発行為について

理解を得るよう努めるものとする。 

 ⑴ 開発区域の面積が３，０００平方メートル以上で、開発区域内において予定され

る建築物（以下「予定建築物」という。）の用途が宅地分譲、建売分譲及び共同住

宅（以下「宅地分譲等」という。）の開発行為 

 ⑵ 開発区域の面積にかかわらず、予定建築物の用途が当該開発区域の周辺に影響を

及ぼすおそれがある開発行為 

３ 事業者は、工事施行に際し、出入口の道路及び道路附属物を破損した場合には、速



やかに原状に復し、それにより生じた損害についてその補償の責を負うものとする。 

 （環境保全） 

第６条 事業者は、事業の実施に当たっては、公害関係法令を遵守するとともに、騒音、

大気汚染、悪臭、振動等が発生するおそれがあるときは、必要な措置を講ずるものと

する。 

 （良好な地域環境の形成） 

第７条 開発区域の面積が５ヘクタール以上の開発行為にあっては、事業者は、地区計

画の策定等良好な地域環境を形成するため必要な事項について、市長と協議するもの

とする。 

   第２章 街区の構成等 

 （街区） 

第８条 街区の大きさは、開発区域の規模、形状、予定建築物の規模等を考慮して定め

るものとし、標準的な住宅街区としては、長辺の長さが８０メートルから１２０メー

トル程度、かつ、短辺の長さが３０メートルから５０メートル程度とする。 

 （区画） 

第９条 戸建住宅の敷地面積は、１５０平方メートル以上とする。ただし、次に掲げる

地域又は区域においては、戸建住宅の敷地面積は２００平方メートル以上とし、地区

計画の区域においては、地区計画の制限を適用するものとする。 

 ⑴ 第１種低層住居専用地域 

 ⑵ 第２種低層住居専用地域 

 ⑶ 市街化調整区域 

２ 事業者は、市街化調整区域においては、敷地の延長による区画（山形県知事が法第

７条に規定する区域区分を定める以前から敷地の延長の形状である宅地を一戸の戸

建住宅の敷地とする場合を除く。）を設けないものとする。ただし、開発区域の地形

上やむを得ない場合は、一宅地を限度として、敷地の延長による区画を設けることが

できる。 

３ 前項の規定にかかわらず、条例第３条第１項の規定又は第５条第１項に掲げる表の

左欄の規定に基づき指定する区域内においては、二宅地を限度として、敷地の延長に

よる区画を設けることができる。 

 （区画の再分割） 

第１０条 宅地分譲又は建売分譲を目的とした開発行為にあっては、開発行為の許可を

受けた後に区画を再分割する場合におけるそれぞれの区画について、前条の規定を適

用する。 

 （安全措置） 



第１１条 開発区域が地盤の軟弱な土地又はがけくずれ若しくは出水のおそれが多い

土地その他これらに類する土地であるときは、事業者は、地盤の改良又は擁壁の配置

等の安全上必要な措置を講ずるものとする。 

   第３章 公共施設 

 （都市計画施設） 

第１２条 事業者は、開発行為（宅地分譲その他市長が必要と認めるものに限る。）を

しようとする場合において、開発区域内に都市計画施設があるときは、市長と協議の

うえ当該都市計画施設を整備し、これを無償で引き継ぐものとする。 

 （開発区域との接続道路） 

第１３条 事業者は、開発行為により開発区域外の道路を改良する必要が生じたときは、

あらかじめ関係者と協議のうえ、事業者の負担において工事を施行するものとする。 

 （開発区域内の道路） 

第１４条 事業者は、開発区域内の道路（以下｢開発道路｣という。）を道路構造令（昭

和４５年政令第３２０号）及び山形市開発許可技術基準（平成１３年６月２０日施行。

以下「技術基準」という。）により築造するものとし、別表第２に掲げる図書を添え

て市に無償で提供するものとする。ただし、定期借地権付宅地分譲等における道路の

構造については、別途協議するものとする。 

 （公園等） 

第１５条 事業者は、開発規模、良好な住環境の整備推進、災害防止等を十分考慮し、

次条に定めるところにより、公園、緑地、広場及び児童遊園（以下｢公園等｣という。）

を設置するとともに、安全かつ有効な利用が確保されるよう努めるものとする。 

第１６条 事業者は、開発区域の面積が０．３ヘクタール以上５ヘクタール未満の開発

行為（次項に掲げる場合を除く。）においては、開発区域面積の３パーセント以上の

面積の公園等を当該開発区域内に設置するものとする。ただし、公園等の算定面積が

１５０平方メートル未満の場合の公園の面積は、１５０平方メートル以上とする。 

２ 公園等を設置する必要がないと認められる場合とは、次の各号のいずれかに該当す

る場合とする。この場合において、事業者は、開発区域周辺にある公園等の遊戯施設

の更新等について、管理者と別途協議するものとする。 

 ⑴ 土地区画整理事業等の事業により、開発区域の周辺に公園等が既に設置されてい

る場合又は確実に設置される場合 

 ⑵ 予定建築物の用途が宅地分譲等以外の開発行為のうち、開発区域内の土地利用か

らみてやむを得ない場合 

３ 事業者は、第１項の規定により公園又は児童遊園を設置する場合においては、当該

公園又は児童遊園の日常的な管理を行う公園管理協力会の設立又は児童遊園世話人



の選出について協力するものとする。 

４ 事業者は、公園等を技術基準により築造するものとし、別表第３に掲げる図書を添

えて市に無償で提供するものとする。ただし、法第３９条ただし書に規定する別段の

定めをしたときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２に規定す

る地縁による団体への提供ができるものとする。 

５ 前項ただし書の場合において、事業者及び公園等が帰属され管理することとなる者

は、開発行為により設置される公園等の帰属及び管理に関する確認書（別記様式第３

号）を提出するものとする。ただし、これらによらない場合においては、別途協議を

要するものとする。 

 （排水施設） 

第１７条 事業者は、開発区域内から流出する雨水及び汚水を有効に排出するための施

設（以下｢排水施設｣という。）を関係者及び関係行政機関と事前に協議し、設置する

ものとする。 

２ 排水施設は、原則として分流式によるものとする。計画雨水量の算定の方法は、別

表第４によるものとし、計画汚水量の算定については別途協議するものとする。 

３ 事業者は、開発区域内の排水施設については、開発区域の規模、周辺の環境、放水

先の利水状況等を考慮し、関係法令、山形県河川流域開発に伴う雨水排水対策指導要

綱（平成５年１月１日施行県要綱）、雨水浸透施設設置普及推進要綱（平成元年６月

１日施行）等を遵守するものとする。 

４ 事業者は、排水施設を水路又は河川等に接続する場合は、放流先の管理者から同意

を得るものとする。この場合、事業者は、放流先の管理者と協議のうえ、必要と認め

られる当該水路又は河川等の整備及び改修を行うものとする。 

５ 事業者は、開発区域内の汚水を処理するときは、開発区域の規模、周辺の環境、放

流先の利水状況等を考慮し、関係法令及び山形市生活排水処理対策指導要綱（平成１

３年４月１日施行）に従い、次の処理方式により行うものとする。 

 ⑴ 下水道処理方式（開発区域内の汚水を終末処理するもの） 

⑵ 個別処理方式（個別の浄化槽による合併処理を行い、開発区域内の排水施設に放

流するもの） 

 ⑶ し尿くみとり式 

６ 当該開発区域が既に公共下水道の供用区域であるときは、前各項は適用しないもの

とする。この場合、事業者は、下水道の新設及び移設工事を技術基準により施行し、

市に無償で提供するものとする。 

 （消防水利施設） 

第１８条 消防水利施設は、消防水利の基準（昭和３９年消防庁告示第７号）に定める



ところにより、事業者の負担で設置するものとする。 

２ 事業者は、消防水利施設を技術基準により築造するものとし、別表第５に掲げる図

書を添えて市に無償で提供するものとする。ただし、防火水槽を公共施設用地以外に

設置する場合は、別途協議するものとする。 

 （配水施設） 

第１９条 開発区域内における配水管その他の水道施設の布設等は、山形市水道給水条

例（昭和３３年市条例第２２号）第３９条の規定に基づき施行するものとし、当該配

水管その他の水道施設は、市に無償で帰属するものとする。 

   第４章 公益施設 

 （教育施設） 

第２０条 事業者は、主として住宅の建築の用に供する目的で開発区域の面積が５ヘク

タール以上の開発行為を行う場合において、市長が必要と認めるときは、市長と協議

のうえ、教育施設用地を市に提供するものとする。 

 （清掃施設） 

第２１条 事業者は、山形市ごみ集積所の設置及び維持管理に関する要綱（平成２１年

１０月１日施行）に基づき、開発区域にごみ集積所を築造するものとし、別表第６に

掲げる図書を添えて市に無償で提供するものとする。 

 （その他の公益施設） 

第２２条 事業者は、開発区域の面積が５ヘクタール以上の開発行為を行う場合におい

て、市長が必要と認めるときは、集会所施設、福祉施設等を事業者の負担で整備する

ものとし、その施設用地を市長と協議のうえ本市に提供するものとする。ただし、集

会所施設については、事業者又は受益者が管理するものとする。 

 （占用物件の移設） 

第２３条 事業者は、開発行為を行う場合において、電信電話柱、上下水道等の占用物

件を移設する必要があるときは、各管理者と協議のうえ移設するものとする。 

   第５章 雑則 

 （窓口） 

第２４条 この要綱の主管課は、まちづくり政策部まちづくり政策課とする。 

２ 事業者は、開発行為について、市の関係課と協議する必要があるときは、前項の主

管課を経由しなければならない。 

 （協定の締結） 

第２５条 事業者は、この要綱に基づく市長との協議が成立したときは、市長が必要と

認める事項について、協定を締結するものとする。ただし、第１６条第５項に規定す

る開発行為により設置される公共施設の帰属及び管理に関する確認書を提出した場



合には、事業者と当該公共施設が帰属され管理することとなる者の間で別途協定を締

結し、その写しを市に提供するものとする。 

 （開発許可技術基準等の遵守） 

第２６条 事業者は、この要綱に定めるもののほか、技術基準及び関係法令を遵守しな

ければならない。 

 （準用規定） 

第２７条 第４条から第７条まで、第９条、第１０条、第１７条、第２３条、第２４条

及び前条の規定は、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域で行

う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物（法第４条第１１項

に規定する第一種特定工作物をいう。）の新設（以下「建築行為」という。）について

準用する。ただし、法第４３条第１項ただし書の適用を受ける建築行為を除く。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１３年７月１９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の山形市開発指導要綱の規定により実施中の開発

行為及び開発行為許可申請については、なお従前の例による。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１４年８月９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の山形市開発指導要綱の規定により実施中の開発

行為及び開発行為許可申請については、なお従前の例による。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年６月２８日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の山形市開発指導要綱の規定により実施中の開発

行為及び開発行為許可申請については、なお従前の例による。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の山形市開発指導要綱の規定により実施中の開発



行為及び開発行為許可申請については、なお従前の例による。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年７月２２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の山形市開発指導要綱の規定により実施中の開発

行為及び開発行為許可申請については、なお従前の例による。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の山形市開発指導要綱の規定により実施中の開発

行為及び開発行為許可申請については、なお従前の例による。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年７月２７日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の山形市開発指導要綱の規定により実施中の開発

行為及び開発行為許可申請については、なお従前の例による。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の山形市開発指導要綱の規定により行っている開

発行為及び開発行為許可申請については、なお従前の例による。 

 附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 



添付図書 部数

1 開発事前協議申出書 2

2 開発事前協議概要書 2

3 理由書 2

4 設計者チェックリスト 2

5 設計者の資格を証する書類 2

6 設計説明書・資金計画書 2

7 開発区域位置図（案内図） 2

8 開発区域区域図（字切図） 2

現況図 2 1/2,500以上

実測図 2 1/500以上

土地利用計画図 2 1/1,000以上

造成計画平面図・断面図 2 1/1,000以上

給排水施設計画平面図 2 1/500以上

がけの断面図 2 1/50以上

擁壁の断面図 2 1/50以上

道路標準横断面図 2 1/50以上

道路縦断図 2 1/1,000以上

地下埋設物関係図 2 1/100以上

公園施設計画平面図 2 1/500以上

設計図の着色 2

10 建築物の平面図 2

11 公共施設管理者の同意 2

12 相当数の同意書 2

13 官民地等境界承諾図 2

14 土地の登記事項証明書 2

15 住民票謄本 2

16 印鑑登録証明書 2

17 申請地の現況写真 2

18 その他 2

側溝の勾配も合わせて明記する。

切土：黄、盛土：赤、公道：うす茶、水路：青

三斜による敷地面積計算又は座標計算を明記する 宅地分譲の場合は区画ごとの
面積計算も明記する。

開発区域の境界、公共施設の位置及び形状、予定建築物の位置及び用途、道路
の名称、土留め等の位置、側溝蓋の有無等を明記する。

土地造成後の平面図（擁壁及び法面、がけの位置、建物の計画、道路の計画、
形状、寸法、幅員、勾配等）、断面図には、現況及び計画（造成後）地盤高を
図示する。（縦横２面以上）

擁壁の高さが１ｍをこえるときは、土圧等に対する安定計算書を添付する。

砂場、ブランコ等遊具施設の位置、形状、寸法、雨水排水施設等を明記する。

設計の方針、開発区域内の土地の現況、土地利用計画、公共施設の整備計画について記入する。
（別紙様式による）1ha以上の自己業務用及び非自己用の場合は、納税証明書を添付すること。

申請地を中心に周囲を全て含んだもので、申請地を赤色で縁取りする。

備　　考

別記様式第１号による。

別記様式第２号による。

別記様式第４号による。

開発区域の面積が1.0ha以上の場合に必要。

様式は任意。住所、氏名（会社名等）、会社の概要、営業形態、何故是非とも当該申請地でなけ
ればならないのか等を詳細に説明する。（市街化調整区域の場合のみ）

1/50,000以上の図面及び住宅地図の写しに赤色で申請地を表示する。専用住宅（自己の居住用）
以外は、消防水利位置図（Ｒ100ｍ）を重ねて明記する。

山形市まちづくり政策部まちづくり政策課開発指導係　Tel：023-641-1212（内線520･521番）

開発行為の実施の妨げとなる権利を有する者の相当数の同意書。（開発区域内にある建築物その
他工作物の所有権者、土地の抵当権者、工場等の場合は近隣者の同意書等）

9

申請者と土地の所有者が違う場合は、所有者の同意書を添付する。

法人の場合は、会社の概要説明書等を添付する。開発面積が、非自己用で0.3ha以上、自己業務
用で1.0ha以上の場合は、資産調書・事業経歴書・建設業許可書等の写しを添付する。

法人の場合、定款及び登記事項証明書

分譲の場合は不要。間取り、室の用途を明記。機械がある場合は配置・出力を明記する。分譲以
外は立面図を添付する。

給水（取水方法、位置、形状、寸法、消火栓の位置等）、排水（分流式による
汚水・雨水排水施設計画を明記し、必要に応じて各計算根拠を添付する。合併
浄化槽設置の場合は認定シートを添付する。

がけとは、地表面が水平面に対し、30度をこえる角度をなす土地で硬岩盤以外
をさす。がけの高さ、勾配及び土質、がけ面の保護の方法等を明記する。盛土
で１ｍ、切土で２ｍをこえるがけは擁壁が必要。

土地造成以前の平面図（既存の道路、水路、土留め等周囲の現況も含む。）

別表第１ 開発事前協議申出添付図書

※上記、各添付図書は写し提出で可。ただし、「開発事前協議申出書」については、原本で提出。

※各図面については、設計者の記名押印が必要です。

開発区域と官民地等の境界について、承諾が必要。

申請者及び権利の同意者等の印鑑証明書

開発区域全体が把握できるもので枚数は適宜。平面図に撮影方向を明記する。

排水等の同意書（用水路に排水する場合は、水利組合、土地改良区等からの同意書）国道、県
道、市道、官地道路・水路、河川等に関係する場合は、それぞれの公共施設管理者と協議し同意
を得ること。官地等と境界を接している場合は、官地境界の立会いが必要。新たに設置する公共
施設（道路・公園・児童遊園・ごみ集積所等）については、各管理者との協議が必要。（都市計
画法第32条に基づく申請書の写しを添付すること。）

道路の構造、幅員、寸法、構造物の形状、寸法等を明記する。

上下水道管及びガス管等、地下に埋設された物を用途別に色別して表示する。













（あて先）山形市長

住所　　　　　　　　　　　　　TEL   　 　　　　 

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

土 地 の 所 在 面  積 ㎡

予定建築物の用途

利 用 目 的

許 可 要 件

設 計 者

工 事 施 行 者

計 画 戸 数

（宅地分譲の場合）

連絡先 氏　名

ＴＥＬ

　　　　　年　　月　　日

別記様式第１号

記

開 発 事 前 協 議 申 出 書

　都市計画法第３２条及び山形市開発指導要綱に基づき、下記の開発計画について事前

協議いたします。









別記様式第４号

開発区域位置図

開発区域区域図

現況図

求積図

書　　類　　名 備考 土地利用計画図

記載漏れの有無 造成計画平面図

申請者の記名押印（実印）又は署名 造成計画断面図

申請手数料 排水施設計画平面図

理由書 市街化調整区域の場合 給水施設計画平面図 自己居住用住宅以外のもの

設計者チェックリスト がけの断面図

設計説明書 自己居住用住宅以外のもの 擁壁の断面図（構造図）

申請者の住民票の写し（法人の場合は登記簿謄本） 建物平面図

申請者の印鑑登録証明書 官民地等境界承諾図の写し

字限図又は不動産登記法第17条地図 字限図は法務局のもの 道路構造図等

土地登記簿謄本 建物立面図

権利者の同意書 排水施設構造図

同意者の印鑑登録証明書 その他

公共施設管理者の同意書 図面の着色

公共施設管理予定者との協議書

隣接者等の同意書

1ha以上の自己業務用及び

非自己用

設計者の資格を証する書類 1ha以上のもの

1ha以上の自己用及び0.3ha
以上の非自己用

1ha以上の自己用及び0.3ha
以上の非自己用

1ha以上の自己用及び0.3ha
以上の非自己用

1ha以上の自己用及び0.3ha
以上の非自己用

1ha以上の自己用及び0.3ha
以上の非自己用

排水等の同意書

現況写真

農地転用許可申請書

道路法24条による工事施行承認

水路等他目的使用許可

国有財産の付替，形状変更，用途廃止

宅地建物取引業者免許証の写し

消防水利に係る協議書

浄化槽認定シート等

関連協議書

その他

工事施行者の建設業許可書の写し

必要に応じて

　　開発許可申請書設計者用チェックリスト

工事施行者の事業経歴書

申請者の定款（法人の場合）

申請者の資産に関する調書

申請者の事業経歴書

資金計画書

添
　
　
　
付
　
　
　
書
　
　
　
類
　
　
　
関
　
　
　
係

開発区域の面積　　　　　　　　　㎡　　　自己居住用　　自己業務用　　非自己用

申請手数料　　　　　　　　　　　円

チェック欄 ※

申
請
書

添
　
　
付
　
　
図
　
　
面
　
　
関
　
　
係

必要に応じて

　

　上記についてチェックしたところ，申請内容と相違ありません。

　　　　　　年　　月　　日

　３　※印欄は記入しないこと。

申　請　者　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計者氏名

※１　設計者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合にあっては，押印を

　　　省略することができる。

　２　チェック欄については，添付しているもの○印，添付を要しないものに×印をつけること。


